
○美咲町協働のまちづくり事業交付金交付要綱 

平成２１年６月２２日 

告示第４１号 

（目的） 

第１条 この告示は、美咲町のまちづくりを行ううえで協働の精神を基本とし、住民

と行政が互いに知恵と力を合わせて新たなまちづくりの仕組みを創設するため、ま

た、住民の生活安定と町政の進展に資するため、行政や地域の課題解決に向けた先

駆的な事業及び地域活性化事業に対して協働のまちづくり事業交付金の交付を行い、

住民が安全で安心して暮らせ、かつ住民が主役の元気なまちづくりを推進すること

を目的とする。 

（交付対象） 

第２条 交付の対象となる事業は、前条の目的達成のため町長が認めた事業とする。

ただし、美咲町地域みらい計画応援交付金（令和３年４月１日告示第１５号）の対

象事業は除く。 

（交付金） 

第３条 交付金は、別表に定めた額とする。 

（交付金の申請） 

第４条 交付対象として採択を受けようとする旧村地域又は複数の自治会が連携して

組織した自主活動組織の代表者（以下「申請者」という。）は、協働のまちづくり

事業交付金交付申請書（様式第１号）に掲げる書類を添えて町長に申請しなければ

ならない。 

（交付金の決定） 

第５条 町長は、交付金交付申請書の提出があった場合は、当該申請がこの告示の定

めに適合するかどうかを審査し、適当であると認めたときは、速やかに交付の決定

をするものとする。 

２ 前項の場合において、適正な交付を行うため、必要があるときは、交付金の交付

に係る事項に修正を加えて交付金の交付を決定することができる。 

３ 町長は、交付を決定したときは、協働のまちづくり事業交付金交付決定通知書（様

式第２号）により通知するものとする。 

４ 交付金の算定に用いる世帯数及び地域内人口は、当該年度における４月１日現在

の住民基本台帳の数値とする。 

（交付決定の取消し又は交付金の返還） 

第６条 交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付金の決定の全

部若しくは一部を取消し、又は既に交付した交付金の全部若しくは一部を返還させ

ることができる。 

（１） 交付金の執行方法が不適当と認められるとき。 

（２） 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は交付金の交付に関し不正の行為があ

ったとき。 



（実績報告） 

第７条 申請者は、事業が完了したときは、協働のまちづくり事業交付金実績報告書

（様式第３号）に掲げる書類を添えて町長が別に指定する日までに提出しなければ

ならない。 

（交付金の支払い） 

第８条 町長は、実績報告書を受理したときはその内容を審査し、適正と認めたとき

は交付金の額を確定し、支払うものとする。ただし、事業の目的を達成するため特

に必要があると認めたときは、前払いをすることができる。 

２ 交付金は、年２回以内で交付するものとする。 

（その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２１年６月２２日から施行し、平成２１年４月１日から適用す

る。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（平成２２年５月１３日告示第２７号） 

この告示は、公布の日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

附 則（平成２４年２月３日告示第２号） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年６月３０日告示第５７号） 

この告示は、公布の日から施行し、平成２６年６月１日から適用する。 

附 則（平成２７年３月３１日告示第２５号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３１日告示第３１―２号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２７日告示第１０号） 

この告示は、平成３０年３月２７日から施行する。 

附 則（令和３年３月２９日告示第１３号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３０日告示第２３号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

区分 事業内容 交付金の算定基礎 

申請分 活性化活動 均等割 １自治会当たり １５，０００円 申請のある



事業部分 世帯割 １世帯当たり ５００円 自主活動組

織 防犯灯維持費 １灯当たり １，７００円 

面積割 地区面積１km２当たり １４，５００円 

協働のまち

づくり活動

事業部分 

事務費（構成組織割） １自治会当たり １５，００

０円 

事務費（均等割） １自主活動組織当たり １５０，

０００円 

人口割 人口１人当たり ４００円 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

 


